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１．はじめに　

　1990年に、タイのジョムティエンにおい

て、150カ国、150機関が参加するという、

教育分野では未曾有の規模で、「万人のため

の教育世界会議」が開催され、6つの目標か

ら成るEFA開発目標群が合意された。にも

かかわらず、それから10年経過した2000年

に、ダカールで行われた世界教育フォーラム

では、多くの途上国がEFA開発目標群を達

成するにはいまだ道のりが遠く、また、その

ための援助機関の支援も散漫で非効率である

という批判が参加国・機関から提起される結

果となった。これを受けて、2001年のEFA

ハイレベル会合では、EFA達成を促進する

ための提言がなされ、2002年には世界銀行/

IMF での承認を受けて、FTI(Fast Track

Initiative)が設立されたのである。その際、

FTIは、EFAの6つの目標の中でも、特に、

MDGs（ミレニアム開発目標）にも取り入れ

られた「初等教育の完全普及」の達成に焦点

を絞ることが確認された。

　当初から、FTI関連会合(パートナーシッ

プ会合、技術会合、運営委員会等)では、FTI

は新たな資金拠出チャンネルではなく、既存

の援助メカニズムを効率的、効果的に機能さ

せるためのパートナーシップ醸成の場である

ことが度々確認された(例えば、FTI 2003,

pp. 1-3)。2003年のオスロでの会合におい

て、FTIが途上国に対して直接供与する資金

援助スキームとして、触媒基金(Catalytic

Fund)が設立されたが、触媒基金の供与はあ

くまで例外措置であり、国際フォーラムとし

てのFTIは、各途上国政府が、国レベルで、

援助機関を始めとするステークホルダーと協

議し、資金確保することを奨励、支援するこ

とを役割とした。その役割の一環として、

FTIでは、2015年までに初等教育の完全普

及(Universal Primary Completion : UPC)(1)

達成に向け、段階的教育成果や教育行財政改

革の目安として、指標枠組み (Indicative

Framework)を設定している。また、「貧困

削減戦略書」(Poverty Reduction Strategic

Paper : PRSP、MDGs達成を究極目標とす

る国家開発計画)及び、PRSP、EFAの方針

に沿った教育セクター開発計画(Education

Sector Plan : ESP)を策定した途上国に対し

ては、援助の条件が整ったことを示す一つの

目印として、FTIによる認証(Endorsement)

の仕組みも整備した。援助機関は、各途上国

内での政策協議を通じて、当該国の教育政策

がFTIの認証を受ける条件を満たすように

アドバイスをし、政策形成やモニタリング・

評価のための拠り所として、FTI指標枠組み

を活用する。指標枠組みに沿って教育指標が

向上し、FTIによる認証も受けていれば、そ

の国は、教育セクターの援助を受けて十分に

活用できる状態にあるとされる。

　このように、FTI は、初等教育完全普及

(UPC)のためのグローバル・パートナーシッ

プの仕組みであり、各国に共通の政策形成・

実施のための基盤を提供しつつも、実際の政

策形成、資金確保、政策の実施は各途上国内

で、政府の主体性によって行なわれるべき、

というのがFTIの根本理念である。「カント

リー・プロセスを重視する」という言葉が繰
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り返される背景には、そうすることで、途上

国政府の自律性が保たれ、自助努力が促進さ

れる、という暗黙の認識がある。しかし、そ

の「カントリー・プロセス」が、どの程度自

立発展性を促進しているかは、こうした自明

視された前提を超えて分析されなければなら

ない。実際、政策協議の最終成果物として発

表される政策文書は、特にUPCの達成が困

難で援助依存の高い後発途上国ほど、相互に

極めて似ている(Yamada 2005)。また、

MDGs と緊密に関連付けられたPRSP と、

UPCという極めて具体的な開発目標の達成

を前提とし、そのための指標枠組みもある現

在のEFA/FTI環境のなかで、途上国政府に

とっての選択肢がさして多くないのも現実で

ある。

　このような状況にも関わらず、援助機関や

政府が公式に発表する報告書や政策文書を除

き、EFA/FTIパラダイムにおいて、それぞ

れの途上国で教育政策が実際にどのように決

められているかを客観的かつ学術的に分析し

た事例はほとんどない(2)。そこで、本稿では、

まず、グローバル・イニシアチブとしての

FTIの変遷を、設立時から2008年まで概観

する。その上で、ケニア、タンザニア、エチ

オピア3カ国を事例として、「カントリー・プ

ロセス」の比較分析を行い、各国固有の状況

だけでなく、共通する課題を抽出する。グ

ローバルな議論と途上国における「カント

リー・プロセス」を対置し、本稿の最後では、

今後、EFA/FTIを含めた教育開発支援が、真

の意味で、途上国の自立発展性を促すような

ものとなるためには、どうあるべきか、議論

を提起する。本稿で触れる3カ国の事例は、

2004年、2005年に行ったインタビュー調査

に基づく言説分析の結果である(詳細は、

Yamada 2007)。この分析では、政策形成プ

ロセスにおいて、EFA/FTIの影響はどのよ

うな形で、どのような段階で及ぼされたの

か、当該国政府のイニシアチブはどの程度発

揮されたのか、どういうアクターが政策形成

の中心にいて、どのアクターは傍流に置かれ

たか、といった点を明らかにしている。それ

により、今までブラックボックスの中にあっ

て、散漫な印象論で語られることが多かった

途上国内の教育政策プロセスを詳細に分析し

ようとするものである。

２．FTIに関する国際的議論の変遷

　ジョムティエンでのEFA会議後にも途上

国での教育開発が遅々として進展しないこと

への反省から、FTIが、2002年に立ち上げ

られたことは既に述べたとおりである。こう

した教育セクター内での動きと同時に、

2000年代初頭には、援助全般について、手

法や効率性の議論が盛んに行なわれており、

そのことがFTI の性格にも大きく影響して

いる。2002年には、「開発資金に関するモン

トレー会議」が開催され、MDGsを中心とす

る開発目標達成に向けた資金不足に対応する

ため、国際社会の協力強化の必要性や、開発

に関する各国の責任などが確認された。ま

た、将来の開発を進めるのに どの位資金が

必要なのかも話し合われた。他方、それまで

の議論を踏まえて2005年には、パリで、「援

助効果に関するハイレベルフォーラム」も行

なわれ、援助の効果を高めるために、(1)援助

機関が資金供与の手続きを調和化することで

行政的な無駄や重複を省くとともに(「援助協

調」「調和化」)、(2)途上国政府の主体的政策形

成と実施を促し、援助機関は、基本的に、当

該国政府が策定した政策に沿って援助を行な

う（「オーナーシップ」の醸成）、また、(3)投

入したリソース(資金、人材、物品)ではなく、

結果によって援助の効果を測るため、被援助

国政府の政策の有効性を測定する指標を

設定し、それに沿ってモニタリング・評価を

行なうこと(「結果主義」)が合意された。多く

の途上国において、教育セクターは、パリ会

議で提示された援助効果向上のための新しい

援助手法が最初に導入された実験場であった
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が(山田 2004)、FTIは、そうした国レベル

での実験をマクロレベルで統括し、UPC達

成というグローバル・アジェンダに向けた各

国での進展を総体として捉えることを期待さ

れたのである。モントレーで合意された、「開

発目標達成のための資金不足を計測し、

ギャップを埋めるために国際社会が連携す

る」というアプローチもまた、そのままFTI

に当てはめられた。そのため、FTIの会合で

は、「いかに正確に資金ギャップを測定する

か」がしばしば議論されてきたとともに(FTI

2004a, 2005a)、FTIの認証を受けた国々に

おいて、資金ギャップ削減のため、援助機関

が新たに供与した援助額が報告された(3)。

　2002年の設立後、最初に行なわれたオス

ロでのFTI会合(2003年)では、FTIの運営、

役割、FTI が行なう援助の手法などについ

て、合意形成がなされた。そのなかで、初等

教育に援助機関や途上国政府が集中すること

が、援助効果を高めるためにいかに有効であ

るかが確認された。そのうえで、FTIの第一

の役割は、途上国政府が持続可能な教育プロ

グラムを開発、実施するのに対して、援助機

関はそれを支援し、協調するという相互義務

に基づいたパートナーシップを形成し、それ

によってグローバル・レベルとローカル・レ

ベルの橋渡しをすることであり、新しい資金

供与のメカニズムを作ることではない、とさ

れた(FTI 2003)。むしろ、FTIは、既存の資

金供与メカニズムが上手く連携し、効率的、

効果的に供与されるための共通の枠組みを提

供し、規範設定する場という位置づけであっ

た。本稿では、FTIの各種会合で行なわれた

技術的な議論の詳細まで立ち入ることはしな

いが、後段で論じる途上国内での政策協議に

関連する事柄として、(1)パートナーシップ、

(2)援助資金の動員、(3)カントリー・プロセス

についての議論を概観しておく。

（1）　EFA/FTIパラダイムにおけるパート

ナーシップ

　「パートナーシップ」は、2000年代の援助

議論のあらゆる場面で言及される、援助手法

の柱の一つである。FTI会合のようなグロー

バルな議論の場でも、各国レベルでの政策協

議においても、援助機関相互、援助機関と途

上国政府、途上国政府とNGOや大学などの

市民社会組織、といった様々なアクター間の

パートナーシップの必要性が謳われている。

FTI会合の中でも、従来の援助機関・国だけ

でなく、途上国同士の、いわゆる「南南協力」

(FTI 2003, 2005b, 2007)や民間セクターと

の連携(FTI 2004b, 2008b)もパートナー

シップの一形態として推進すべきといった意

見も出るなど、その概念が当てはめられる領

域は広い。ただ、「パートナーシップ」とい

う言葉が使われる趣旨が状況によって違うこ

とには注意が必要である。タカラとマロープ

は、モザンビークの教育省と援助機関の職員

に対して行った「パートナーシップ」の認識

調査のなかで、この概念には(1)政治的、(2)道

義的、(3)実質的、(4)手続的な側面があると述

べている(Takala & Marope 2003, p.15)。

FTIの各種会合の議事録からは、「FTIは、途

上国での教育結果に直接変化をもたらすとい

うより、援助機関及び政府の態度変容のため

のイニシアチブである(FTI 2004a, p.5)」「協

議のプロセス自体がFTIの付加価値である

(FTI 2004a, p.9)」といった表現が散見され、

特にマクロレベルでは、道義的、政治的意味

合いで「パートナーシップ」が用いられるこ

とが多いことが分かる。たとえば、FTIは、

M D G s の中間レビューや、アフリカ委

員会(4)、G8サミットなど、様々な国際的機会

を捉えて、他の開発目標との関係において、

UPC達成への動機付けを保ち、それによっ

て、途上国及び援助機関の財政的、戦略的コ

ミットメントを維持しようとしてきた(FTI

2004b, 2005a)。これも政治的な「パート



ＦＴＩ政策プロセス─グローバルとナショナルの相克─

－36－

ナーシップ」の一例であろう。

　同時に、FTI議論では、資金動員の意味で

「パートナーシップ」が使われることが非常

に多いことは指摘する必要がある。FTI自体

は、触媒基金の供与は例外的で、新たな資金

供与メカニズムを作るわけではなく、既存の

資金を効果的に動員することを意図してい

る。したがって民間セクターとの連携や南南

協力の議論は、情報共有やネットワーキング

の意味以上に、既存の援助機関だけでは埋め

られない資金ギャップを埋めるための新たな

資金源としての「パートナーシップ」の模索

と考えられる。なお、近年の援助手法の議論

では、援助機関相互の手続きの調和化を

「パートナーシップ」の一環と捉え、財政支

援やプールファンドへの移行を推進する傾向

が強く、FTIは資金拠出を主要な役割としな

い建前を取っているとは言え、援助機関が

個々のチャンネルで途上国に援助するだけで

なく、FTIという共有枠組みを通した資金拠

出することへの期待も高いと言えるだろう。

（2）　FTIを通じた援助資金の動員

　このように、道義的、政治的な意味での

「パートナーシップ」に役割を限定し、資金

動員については間接的な影響力に留めようと

するFTIのスタンスに対し、新規の資金援助

が保証されていなければ、途上国政府には、

質の高い教育セクタープログラムを策定する

インセンティブが働かないという意見も根強

い(FTI 2008b, p.2; 2005b, p.7)。実際、当

初は、FTIの認証プロセスを経れば資金が得

られるという途上国側の期待が高かったが、

必ずしも資金が伴わないと分かってから、途

上国のFTI認証への関心は薄れている(FTI

2005b, p.8)。せめて、初等教育の授業料撤廃

などの大きな政治決断をした国に対しては、

FTIの触媒基金を優先的に提供するなどの措

置が必要との意見もFTI参加機関の中から

出ている(FTI 2006, p.13)。こうした資金援

助への高い要請から、触媒基金の供与先は

年々増加している。資金確保は各国レベルで

の援助機関と政府のパートナーシップ及び協

議に依るべき、という原則から、触媒基金供

与の基準は、援助があまり入っていないド

ナー孤児(Donor Orphans)国となって

いる(5)。しかし実際には、多くの援助機関が

入っている国でも、「支援の緊急性が高い」、

「女子教育やHIV/AIDSなど、優先度の高い

特定テーマでの活動が未整備」、などの理由

で、触媒基金を受けており、その選定基準は

年々曖昧かつ緩くなっているように見受けら

れる。

　こうした需要の拡大に反して、援助機関の

触媒基金へのコミットメント額は2004年を

ピークに減少しており、既に支援が約束され

た国々に対する援助額だけでも、2008年ま

でには15カ国分、6億3000万ドル不足し、

2009年度には更に不足が拡大すると見られ

ている(FTI 2007, pp.8-9 ; 2008b, p.6)。FTI

への援助資金の流れは、教育ODA全体の動

向を反映しており、2000年から2004年に

は基礎教育へのODAが89％増加したのに

対し、2005/06年はODAコミットメントが

前年を下回った(FTI 2008a, p.4)。2005年

のグレンイーグルス・サミットで援助を拡大

することを公約した援助機関のほとんどは、

現在も公約額に追いついていない( F T I

2008a, pp.1-4)(6)。

　初等教育への援助需要の高まりは、ある意

味では、FTIを始めとする国際イニシアチブ

によるUPCの推進が功を奏した結果とも言

える。しかし、既に援助コミュニティの初等

教育離れが始まっており、今後、需要と供給

のギャップが拡大する可能性は高い。その意

味では、FTIが援助機関に対して持つ道義的、

政治的な影響力も低下しつつあると言えるか

もしれない。こうなってくると、途上国政府

にとっては、援助額が公約通り執行されない、

当てにできる資金源が限られてくる、といっ

た援助資金の予測可能性の低下という問題も、
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今まで以上に深刻になる可能性がある。

（3）　カントリー・プロセス

　FTIは、意思決定や資金が援助機関の手に

あった従来の縦型プログラムを、よりフラッ

トで対等な関係にするために、政策を政府が

主体的に決定し(「オーナーシップ｣)、それに

対して援助機関やNGOなどのステークホル

ダーがパートナーとして参加する、という近

年の援助手法の流れに沿っている。従って、

FTI認証プロセスに必要な教育セクター計画

やアクション・プランの策定、それに基づい

たモニタリング・評価も、基本的には途上国

内での協議・決定に委ねられている。そのた

め、各途上国では、セクター(サブセクター)

技術ワーキンググループ、定例の政府・援助

機関調整会合、教育セクタープログラムの年

次レビュー会合など、政府と、援助機関を中

心とするステークホルダーの協議・交渉のた

め、各種の会合・フォーラムが公式に設定さ

れた。

　このように、EFA/FTIの国際的議論では、

カントリー・プロセスを重視し、当該国政府

の「オーナーシップ」とステークホルダーの

「パートナーシップ」を重視すると言われる

が、各途上国に設定されたこれらの政策協議

の場が、実際どのように機能しているかにつ

いては、ほとんど把握されていない。途上国

における「パートナーシップ」の実態は国内

外の様々な要因の影響を受けており、国際的

な会議などで想定されているより複雑であ

る。言い換えれば、EFA/FTIが本当の意味

で途上国政府の自立発展性を促しているかど

うかは、国レベルの状況把握の積み上げから

しか理解できないのである。

３．国レベルでのEFA/FTIプロセス

－タンザニア、エチオピア、ケニ

アの教育行政と援助

　本節では、視点を国レベルに向け、教育セ

クターにおける政策形成プロセスにおいて、

FTIが達成を目指しているUPCが、どのよ

うに議論され、政策に取り込まれているか

を、タンザニア、エチオピア、ケニアを事例

に検証する。次節では、2004、2005年に行っ

たインタビュー調査の分析結果を論じるが、

その前に、3カ国における教育政策の策定・

実施状況と援助との関わりを概観しておく。

　3カ国のうち、エチオピアとケニアはそれ

ぞれ2004年、2005年にFTIの認証プロセ

スを完了しており、ケニアについては触媒基

金も供与されている。タンザニアは2009年

に認証完了の見込みである。ケニアは、乾燥

地の遊牧生活者や都市スラム居住者、女子な

ど、教育のアクセスが不十分なグループがあ

り、就学の完全普及への最後の段階で困難を

抱えているものの、3カ国の中では、教育指

標がもともと高い。初等教育の総就学率は、

1990年代初頭から90％前後に達しており、

2000年代に入ってすぐ100％に到達してい

る(図1参照)。従って、特に一般大衆レベル

でもまだアクセスに大きな課題を抱えている

エチオピアなどと比較して、FTIによる教育

支援の緊急性が高いかどうかは判断が分かれ

るところであろう。しかし、ケニアは前政権

時代に大統領を含む大物政治家や官僚の汚職

が激しく、援助資金が適正に使われないとの

批判があり、援助機関の多くが手を引いてい

た時期があった。また、財政の透明性に対す

る懐疑心から、財政支援型の援助に移行する

ことをためらう援助機関も少なくない。従っ

て、現在では多くの援助機関が教育セクター

を支援しているものの、UPC関連分野に関

わる援助機関の数や支援額がアフリカの多く

の後発途上国よりも少なく、「ドナー孤児」の
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(出所) Ministry of Education, Ethiopia (2004); Ministry of Education, Federal Democratic

Republic of Ethiopia (2005); United Republic of Tanzania (2005); Carr-Hill et al.

(2005); Ministry of Education, Science and Technology, Kenya (2003)

図１　3カ国の総就学率の変遷

分類に含まれる可能性はある。

　ケニアは、2003年には、「無償初等教育プ

ログラム」という、セクター・ワイド・プロ

グラムへの過渡的プログラムを開始し、初等

教育の授業料を撤廃した。同時に援助機関と

の政策協議を重ね、2005年にはケニア教育

セクター支援プログラム(Kenya Education

Sector Support Program: KESSP)を開始し

た。上述の汚職批判もあり、ケニアは3カ国

の中では最も援助依存が少なく、援助動向の

如何に関わらず、教育予算配分も初等教育

50％、中等20％(7)、高等10％、という一定

したパターンで90年代から安定推移してき

たが、2000年代に入って援助依存が高まっ

ている(表1参照、3カ国の財政比較の詳細は

Yamada 2005を参照)。なお、2008年7月

時点では、世銀を中心に、中等教育分野での

プールファンドが立ち上げ準備に入ってお

り、FTIの触媒基金が初等教育に入っている

ものの、初等教育への援助のかなりの部分が

今後中等教育に流れることが予測される。

　タンザニアは、様々な公共セクター改革や

新しい援助手法を積極的に取り入れているこ

とで知られる。PEDP(初等教育開発計画：

Primary Educat ion Development

Program)においても、援助機関の手続きの

調和化を図るというEFA/FTIの理念に忠実

であるがゆえに、調和化に馴染まず、独立の

プロジェクトやテーマ別のイニシアチブ

（UNICEFの女子教育など）を実施する援助

機関には不寛容な傾向がある。タンザニアに

おいて、「パートナーシップ」という用語は、

資金提供手続きの調和化とほとんど同義に使

われている。こうした状況のなか、日本も「ス

クールマッピング・マイクロプランニング」

プロジェクトの第二フェーズが2005年に完

了して以来、新たな案件は立ち上げていな

い。

　タンザニア、エチオピアは、2000年代に

入って急速に援助依存が高まり、それと共

に、公共支出及びGDPに占める教育支出の

割合も増加している(表1及び2)。サブセク
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(出所)World Bank (2003-2006)

(出所) Republic of Kenya (2003); World Bank (2004); United Republic of Tanzania

(2003); Altair (2005); World Bank (2001a)

表１　援助依存率の変遷

表２　教育支出の変遷

ターごとの支出内訳を見ると、両国とも初等

教育の割合が2000年代前半に急増している

が、特にタンザニアでは、2000/01年には教

育支出の7割以上が初等教育に割り当てられ

るに至った(Altair 2005)。しかし、それも現

在は60％以下まで低下し、逆に中等教育支

出が増えつつある。2004年に、タンザニア

ではSEDP(中等教育開発計画：Secondary

Education Development Program)が開始

されたが、PEDP、SEDP間の重点が徐々に

後者に移行しつつある状況がうかがえる。

　タンザニアの教育行政が、初等教育に非常

に重点を置いたのに対し、エチオピアの

ESDP(教育セクター開発計画：Education

Sector Development Program)は職業・技

術教育(TVET)と高等教育を重視している。

援助機関の初等教育への関心にも関わらず、

エチオピアの教育支出に占める初等教育の割

合は漸減傾向にある。この傾向は、ドイツが

2005年に開始した「エンジニアリング･キャ

パシティ･ビルディング(ECBP」プロジェク

トの一環として、TVET・産業人材育成セク

ター改革に着手したここ1～2年は、特に顕

著である。援助機関の報告書などでしばしば

指摘されるのは、エチオピア政府とその役人

のタフ･ネゴシエーター振りである。一面で

は、この押しの強さは、エチオピア政府の政

策形成についての「オーナーシップ」の発露

だと理解されている。他方、著者が行ったド

ナー職員とのインタビューでは、こうした強

硬さは、役に立つアドバイスですら聞く耳を

持たない頑固さでもあるとの指摘があった。

世銀のESDP報告の中にも、難しい交渉の事

例が複数あげられている(Wor l d  Bank

2001b, pp.95-106)。

　ここまで見て分かるように、ダカールでの

世界教育フォーラムやFTIの設立といった、

グローバル・レベルでのアジェンダ設定や連
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携の動きが活発だった2000年代前半から半

ばにかけては、事例の3カ国においても、程

度の差はあれ、援助依存が高まり、それに

伴って教育支出の割合も増えている。これ

は、貧困削減を究極目標とする MDGs が

PRSP(国家開発計画)の根幹に位置づけられ、

その達成に向けて、国際社会、途上国政府が

「パートナーシップ」を組んで資金を集中し、

手続きを調和化しようとする流れの中で、教

育セクター、特に初等教育が高い優先順位に

置かれたことによる。こうしたパラダイムが

途上国内の政策協議にもそのまま反映され

る。事例国うち、タンザニアは援助コミュニ

ティでは、援助受け入れ国のモデルのように

扱われ、新しい援助手法の実験場となった

が、そのことは、初等教育重視の当該国教育

政策や財政に如実に伺える。その一方で、こ

の3カ国の中で、タンザニアだけがFTI認証

プロセスへの関与がかなり遅れている実情

は、急激に「パートナーシップ」の協議メカ

ニズムを導入し、教育セクター改革の進行を

急いだことによる混乱が、FTIへの懐疑を生

んでいる証左ともいえる。

　途上国の教育政策への国際的援助動向の影

響が非常に大きいと同時に、それぞれの国に

は独自に発展してきた教育制度があり、ま

た、政府内の意思決定メカニズムや国内の政

治状況などが異なる。エチオピアでは、いわ

ゆる「授業料」は撤廃したことになっている

が、実際は、初等教育支出のかなりの部分を

コミュニティが負担するという、従来、東ア

フリカに多く見られた伝統をそのまま維持す

るような形で、政府予算の初等教育への配分

割合はむしろ減りながらも、就学率は爆発的

に伸びている。また、ケニアは、FTIの触媒

基金を受けつつも、その初等教育における課

題は、一般大衆の教育アクセスの拡大という

段階よりは、格差是正や質の向上にあり、中

等教育への予算の比重が高いという特徴を示

している。

　では、実際に、教育政策はどのように決め

られ、政策の方針に影響するのはどのような

要因なのであろうか。次節では、2004春か

ら2005年夏にかけて行なったインタビュー

に基づく言説分析の結果から、EFA/FTIの

カントリー・プロセスの課題を検討すること

とする。なお、分析の基になるインタビュー

は、各国教育省のトップ・マネージメントや

部局長、援助機関の教育担当官、NGOの代

表、大学関係者など、当該国の教育セクター

の政策協議に直接関わっている人々(タンザ

ニア20名、エチオピア24名、ケニア24名)

に対して行なったものである。

４．EFA/FTIのカントリー・プロセ

スに係る課題

　この節では、調査結果に基づき、EFA/FTI

のカントリー･プロセスで共通に見られる課

題を整理することとしたい。特に重要な事柄

として、(1)EFAの実質的定義の狭さから来

る理念上のギャップ、(2)EFA(特にUPC)関連

の政策を実施に移す際に問題となる点、(3)本

稿の中心的テーマである「パートナーシッ

プ」が、政策協議の中で持つ意味と課題、を

議論することとする。

（1）　EFAの定義と政策の優先付け

　本調査のインタビューで、必ず最初にした

質問は、「あなた自身の認識で『万人のため

の教育』を定義してください」というもので

ある。その趣旨は、一般用語としての『万人

のための教育』と、教育開発政策のコンテク

ストで用いられるそれがどのように違うかを

照らし出すことにより、政策協議における立

場や職務が教育価値の認識にもたらす違いを

把握することであった。

　インタビューに答えた人々の多くが、

EFAは本来インクルーシブで、子供から大

人まで、学校教育からノンフォーマル教育、

生涯教育、社会教育まで含めるべきだという

見解を示しつつ、業務上EFAという言葉を
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使う場合には、学齢児童の学校教育に限定さ

れていると述べた。同時に、政策アジェンダ

としてのEFA(FTIは言うまでもなく)が何で

あるのかを知っているインタビュー回答者は

実は少なかった。教育省内でも、基礎教育部

門や計画部門の部局長だと、EFA=UPCとい

う認識を持っていたが、成人教育などの部局

では、聞いたことがないというケースもあっ

た。また、EFA、FTI、MDGの区別がつい

ておらず、それら全てが UPC の意味だと

思っているケースも多かった。援助機関のス

タッフは、EFAの6つの目標を諳んじてみ

せる者が何人もいたが、同時に、彼らにしば

しば見られるパターンとして、公にされた

EFA目標や政策の文言以上に踏み込んで個

人的見解を示すことを避ける傾向があった。

　EFAが本来対象とする広い領域と、ほと

んどUPCと同義に用いられる実務上のEFA

のギャップは、一部の関係者にはジレンマを

感じさせていた。しかし、現実問題としては、

外的資金が得られるのは基礎教育、特にアク

セスの拡大に関する分野であり、また、世界

銀行を中心に、最も資金力と発言力のあるス

テークホルダーがUPCの達成という明確な

優先課題を掲げている中では、インクルーシ

ブなEFAの実践は困難だとの認識が広く共

有されていた。UNESCOが主導するEFAハ

イレベル会合では、各途上国の教育省に

EFAコーディネーターを任命することを義

務付けているため、事例3カ国にもEFAコー

ディネーターは存在したが、彼らは、国際会

議などには参加するものの、省内で役割が明

確に認識されておらず、ほとんど影響力を

持っていなかった。これも、広義のEFAに

は政治的モーメンタムも資金力もないことの

一つの証左であろう。

　他方、UPC以外の教育分野を推進しよう

とする人々にとっては、EFA はアドボカ

シーのための恰好のプラットフォームであ

る。ほとんどの教育分野は何らかの形で

EFAの6つの目標に包括されるため、一部

のアドボカシーNGOや援助機関などは、明

白な意図を持ってMDG やUPC ではなく、

EFAの意義を力説する場面が見られた。

（2）EFA政策実施における課題

　政策を実施に移すには、実施戦略が必要で

ある。複数のインタビュー回答者が指摘した

のは、教育政策自体は基礎教育以外のサブセ

クターにも満遍なく言及しているが、実施戦

略があるのは基礎教育を始めとする一部のサ

ブセクターに過ぎないという点である。実施

戦略とは、PEDPのようなサブセクター開発

計画のことで、それには、予算額、年次活動、

担当部局、達成指標、などが事細かに用意さ

れている。3カ国とも、このPEDP、ESDP、

KESSPといったセクター(サブセクター)開

発計画の協議と、その個別活動分野の技術

ワーキンググループが援助国と政府の主要な

「パートナーシップ」の場であることを考え

れば、実施戦略なき政策は、ほとんどリップ

サービスに過ぎないことが分かるだろう。1

～ 2 年前までは、セクター開発計画といえ

ば、まずは基礎教育優先、という空気が支配

的であり、タンザニアで中等教育を対象とす

るSEDPが策定されたときも、当初は、援助

コミュニティでも、「これだけ大規模に援助

機関総出で初等教育に関与している状況下、

SEDPが出来たからといって、具体的には何

も出来ないだろう」というのが支配的な見方

で、「パートナーシップ」もあまり進展しな

かった。しかし、最近では、初等教育以外の

実施戦略が具体性を持って動くケースが増え

てきている。どのサブセクターの実施戦略を

詳細に詰めるか、どの実施戦略に資金と人材

を配置するか、というのが、援助が最も影響

を及ぼす部分であるとも言えるだろう。

　政策の実施に関連して、もう一点、多くの

インタビュー回答者が指摘したのは、政府の

キャパシティ･ディベロプメント(CD)の必要

である。これは、グローバルなFTIの議論で

も毎回指摘される点で、CDのワーキンググ
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ループもある。ドイツが教育セクターにおけ

るCD のガイドラインを開発したほか(FTI

2008c)、日本もCDへの支援強化が途上国の

自立発展性支援のために不可欠、との認識か

ら、当該分野への関心が高い。各国レベルで

も、現在の援助枠組みでは、援助機関は政策

協議を重視し、実施に関わることが少なく

なっている。その分、途上国政府の実施能力

への期待が非常に高まっていることはインタ

ビューでも度々指摘された。政府側の行財政

のキャパシティが低いことは、当該政府の援

助資金吸収力(absorptive capacity)を低め、

せっかく供与された資金が無駄に消費された

り、援助機関が支援を約束した資金が結局執

行されない、といった結果をもたらすことに

なる。この点は、国レベルで活動する援助機

関スタッフが特に強調した点であり、途上国

政府が援助資金の予測可能性の低さを批判す

ることの裏面として、政府にも問題があるこ

とを述べている。

　また、UPCと共に、近年の教育援助で必ず

と言っていいほど導入されているのは、教育

行政の分権化であるが、分権化は、学校や末

端の教育行政官の運営管理能力の向上を伴わ

なければならない。特に、学校の教員や学校

運営委員会のメンバー等は、運営管理の訓練

は受けたことがない場合がほとんどで、CD

なしに急に責任を負わせることは、教育制度

全体の機能不全をもたらしかねない。

　もう一つ、インタビューから出てきたCD

が必要な分野として、政府が政策形成に必要

な情報を現場レベルから吸い上げる能力があ

る。「パートナーシップ」の理念は、政策形

成に、学校や地方レベルのステークホルダー

の視点も取り入れることを目指しており、実

際、PEDPやESDPなどの実施戦略を策定す

るにあたっては、3カ国とも、地方レベルで

ステークホルダー会議を数多く重ねた。しか

し、現実には、政策の内容は政府と援助機関

の「パートナーシップ」で決まっており、教

育行政の末端からの吸い上げは、形式に止

まったというのが大方の見方である。ただ

し、個々の受益者や末端の行政官に中央政府

の政策についての意見を求めるというのも無

理があり、そのような「パートナーシップ」

枠組みを状況の異なる国々に共通して期待す

る援助機関側のアプローチにも問題はある。

（3）　「パートナーシップ」が政策協議の中

で持つ意味と課題

　既に述べたように、近年、途上国政府は、

援助機関との「パートナーシップ」のため、

様々な会議やワーキンググループなどを持つ

ようになった。更に政府は、より民主的で開

かれた意思決定と「パートナーシップ」のた

め、NGOなどの市民社会組織との協議チャ

ンネルも持つことが援助コミュニティから期

待されている。したがって、近年では、NGO

の代表(多くの場合、アドボカシーNGO や

NGO連合体)がセクター調整の重要な会合に

出席していることが当たり前になった。

「パートナーシップ」の定義が多元化してい

るとともに、政府や援助機関によって多用さ

れるこの言葉が、上述の政治的、道義的、実

質的、手続き的な意味合いのうち、どの趣旨

で実際使われているかは、同じ組織内でも一

致していないことが多い(Takala & Marope

2003, pp.13-15)。

　援助機関が当該国の参加もなく、一方的に

事業を行うのは道義的に認められないという

のが国際的世論であり、そういう中で援助を

行ううえで、「パートナーシップ」を推進す

ることは、援助機関にとって道義的に意義が

あるだけでなく、援助を正当づけるために必

要な政治的条件でもある。しかし、それぞれ

の組織には、組織の事情や仕組みというもの

があり、それにそぐわない改革はたとえパー

トナーシップのためといえども出来ないとい

う側面もある。また、パートナーシップに期

待する効果もそれぞれ違う。このようにパー

トナーシップの認識や参加の条件が異なるこ

とは、連携の具体的内容を決めるべきコー
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ディネーションの場で、組織間の政治的コン

フリクトを生み、そのことが手続きの調和化

などの進展を阻害することとなる。そして、

援助コミュニティと政府の団体協議では話が

進まないとなると、援助機関は、個別に政府

と交渉したり、手続きの調和化を図ろうとす

るグループから離れる、といった手段を選ぶ

ようになる。それによって「パートナーシッ

プ」の理想が現場レベルで形骸化する可能性

がある。

　また、この調査は、実施した2004年から

2005年の時期にそれぞれの国が置かれてい

た政治状況に強く影響を受けている。エチオ

ピアでは、2005年5月に国政選挙があり、支

配政党と対立政党の間で激しい選挙戦が繰り

広げられた。両党が大衆の支持を得るため

に、それぞれ基礎教育の拡充を選挙公約に掲

げ、選挙キャンペーンの一環として教育の重

要性を訴えたことは、同時期に政府が行なっ

たEFAキャンペーンとあいまって、村レベ

ルまで教育に対する認識を広めるのに大きな

役割を果たした(山田 2008)。しかし、選挙

後に、支配政党が得票数を操作したという疑

念から、全国各地で暴動が起きると、政府は、

政策に対する批判に極めて敏感かつ閉鎖的に

なり、本調査のためのインタビューの設定も

困難を極めた。

　タンザニアでは2004 年に国政選挙があ

り、やはりその時期に調査は一時休止した。

同国では、選挙の影響は少なかったが、大学

による政府官僚へのインタビューが難しく

なった時期があった。それは、タンザニアで

最も影響力のあるアドボカシーNGOが政府

の教育行政について批判的な報告書を発表し

たことに端を発し、政府は、各種「パートナー

シップ」会議の常連だったこのNGOを会議

から締め出し、援助機関がこれに抗議すると

いった事態になった。このことは、同じ市民

社会組織である大学に対しても政府が態度を

硬化させる原因となった。3カ国の中では、

ケニアが最も市民社会団体のアドボカシー活

動が盛んであり、彼ら自身も政策形成に影響

を及ぼしているという自己認識を持っていた

が、対極的に、エチオピアでは、政府はほと

んど外部からの意見に耳を貸さないという意

見が支配的であった。

　これらの経験は、事例国において、政府と

国内ステークホルダーの「パートナーシッ

プ」がいかに脆弱な基盤の上にあるかを想起

させた。また、EFA/FTIに関する認識調査

が、非常に政治的な意味を持ちうるというこ

とにも気付かされた。同時に、政府と援助機

関、政府と国内ステークホルダー、援助機関

同士の「パートナーシップ」の在りようも国

の状況やアクターによって違う。マクロレベ

ルでは、一言で「カントリー･プロセス」と

集約されてしまうが、こうした現場の実情を

個別に把握しなければ、EFA/FTIがどのよ

うに政策に取り入れられているのか、上手く

いかなかったときには何が問題なのかを理解

することは困難であろう。

５．おわりに－真のオーナーシップ醸

成に向けて－

　「パートナーシップ」とは、非常に微妙な

概念である。新しい援助手法の導入は、途上

国において多様な政策協議チャンネルの創出

をもたらした。しかし、この多様なチャンネ

ルを持ってしても、全てのステークホルダー

が対等な発言力を持っているわけではない。

形式上は会議に参加していても、NGOや大

学といった市民社会の意見には政府が耳を貸

さないという場合もある。一方、政府も「パー

トナーシップ」の足かせから自由なわけでは

ない。政策を決定するには、必ず援助機関と

の協議を経なければいけないという構造は、

特定の影響力ある援助機関や、当該国で活動

する援助コミュニティの意向を無視した政策

は承認されないということである。国際社会

にはグローバル･アジェンダがある。UPC達

成に向けた努力の進捗度によって、各途上国
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が横並びで比較される現在の状況は、途上国

政府はもとより、それぞれの国で活動する援

助機関の競争心もあおっているだろう。同時

に、アジェンダから外れた分野にエネルギー

が割かれることは、援助の効果･効率、とい

う視点からは、あまり好ましく受け取られな

い傾向もある。

　途上国政府が政策形成に「オーナーシッ

プ」を発揮するということは、どこまで途上

国が自由に政策を決めるということなのだろ

うか。政策形成の自由度が高いということ

は、当然、財政面での負担も増すことを意味

するだろう。しかし、教育制度のどの部分を

どうやって強化するかは、政府自身が決める

のが「オーナーシップ」ではないのか。初等

教育が拡大すれば、中等教育に進学を希望す

る人口が増え、小学校で教える教員の需要が

高まる。教育制度とは、包括的に捉え、バラ

ンスの取れた発展が求められるもので、一つ

のサブセクターが突出するのは健全ではな

い。初等教育の完全普及という目標が達成さ

れたかされないうちに、援助の焦点が中等教

育やTVETに移行することは、一つの国の

教育制度の持続的な発展という視点からは、

問題が多いと言わねばならないだろう。政府

自身が政策形成、実施、予算確保が出来る

キャパシティを育てること、政策の内容自体

を提供するよりも、政策内容の作成力の強化

を支援することが、真に自立発展性をもたら

す援助なのかもしれない。

注

(1) FTIでは、「ダカール行動枠組み」に準じ、初等

教育への就学率ではなく、修了率100%を目標

とすることにより、教育へのアクセスだけでな

く、留年、中退といった内部効率や教育の質に

関わる課題への対応も含めた目標設定をしてい

る（北村 2004, 57頁）。

(2) 多くの研究者が、あるべき教育政策・実践につ

いての国際的議論と、それに伴う途上国への資

金及び技術援助や、ある場所で成功したと考え

られる事例の他地域への移転が、多くの途上国

の教育政策を標準化させる効果があると述べて

いる(例えば、Benavot et al. 1991; Chabbott

1998; Samoff 1999)。他方、こうした標準化は

国際的場面や中央政府の政策形成の場面では起

きているかもしれないが、現場レベルには何ら

実質的な変化はもたらしていないという報告

(Astiz et al. 2002, 86; McGinn 1997, pp.44-

45)や、実施されると、政策形成の段階では意図

しなかった結果に終わったという報告(Mayer

et al. 1993; Nagel & Snyder 1989)も少なくな

い。しかし、EFA/FTIに関しては、マクロレベ

ルでの国際機関の政策比較や合意形成プロセス

の批判的分析が多くなされているのに比べ(例え

ば、Chabbott 1998; Heyneman 2003; Mundy

1999)、国レベルでの政策プロセスを分析したも

のはほとんどなく、あっても援助機関の委託調

査によるものである(例えば、Joint Evaluation

Team 2003)。

(3) 例えば、2004年にFTIの認証を受けた13カ国

のうち、９カ国は、1999/2000 年に比べて、

2005/06年の基礎教育分野への援助コミットメ

ントが増えている(FTI 2008a, p.1)。中でもエ

チオピアでは、援助額が2004年までの5年間

で、16 億ブルから52 億ブルにまで増加した

(FTI 2004a). 特に、初期にFTIの認証を受けた

途上国で援助額の増加が著しいが、FTI認証国

全体で見ても、援助額が減ったギニア(-13%)、

ガンビア(-46%)などの一部例外はあるものの、

平均で援助機関のコミットメントの額は2倍に
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なっている(1999/2000 → 2005/06)(FTI

2008a, p.8)。

(4) 2004年に英国のブレア首相（当時）によって任

命された17 名(うち9 名はアフリカ人)のメン

バーで組織されたアフリカへの支援策を検討す

る委員会。2005 年 3 月に“Our Common

Interest”という報告書をまとめ、同年7月に英

国グレンイーグルスで開催されたG8サミット

での、アフリカへの援助倍増議論の理論的裏付

けとされた。

(5) 2004年のFTI技術会合では、教育セクターで

200万ドル以上の資金を提供している援助機関

が5つに満たず、国民一人当たりのODA受入

額が、IDA (世界銀行グループの中でも最貧国を

対象とする)支援国の中央値以下の国が「ドナー

孤児」だと定義している(FTI 2004c, p.2)。

(6) 例外的に教育ODAが増えたのはオランダ(1990

→2005に3.5倍)、日本(同期2.7倍)。その他2

倍以上に増えたのが、アイルランド、スウェー

デン、カナダである。

(7) サブサハラ・アフリカでは、従来からの高等教

育重視の傾向と近年の初等教育への援助の集中

が相まって、中等教育予算が圧迫され、10％台

と低く抑えられている国が多いにもかかわらず、

ケニアではコミュニティの自主建設による中等

学校(ハランベー学校)の伝統などもあり、中等

教育予算が高いことが特徴。
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